
年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.総合計画の推進

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 総合計画の進行管理
1

継続

1,534

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,092

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

―

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

○

○

―

―

合計

―

○

○

○

―

―

○

―

―

―

○

○

―

0

事業内容を総括的に数量表記する
ことは困難である。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

各種計画進行管理等事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

企画費

企画費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○安芸高田市総合計画（基本構想・基本計画・実施計画）
○過疎地域自立促進計画及び辺地総合整備計画
○その他各種計画（総合調整）
　　等の内容管理（変更等の調整）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

　新しい時代に対応した効率的な行財政運営を目指し、豊かな住民生活の構築と活力と魅力ある地域の創造を推進する。

　安芸高田市のまちづくりの方向と、施策の展開方向を明らかにするための基本となる、各種計画の管理。
　総合計画については、平成26年度が計画最終年度であり、新たな総合計画策定に向け、住民アンケート等準備に取り掛
かる。

財源（千円）

直接
事業費 国県補助金等

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

事業内容を総括的に数量表記する
ことは困難である。

年度

人

千円

0.18

単位当たりコスト①

1,534,000

総合計画に関しては、計画期間の終了を前に、新たな総合計画策定の方向性と準備が必要となった。H27以降の新た
な総合計画の策定準備に入った。過疎計画は、計画の変更事務が生じ、議会議決を経て変更した。新市建設計画につい
ては、計画期間の延長に伴い、計画の変更を含め議会議決を経て事務を行った。

－

－

計画値

実績値

－

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

―

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

一般財源等

1,534,000

合計

110.00

25年度

4,092,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,534,000

過疎地域自立促進計画

安芸高田市総合計画

－

実績値

計画値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
新市建設計画

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

46,000.00

合計

人

指　標　名　等

1,534

必要人員

1,534 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4,092,000

－－

24年度 25年度

4,092,000

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

事業内容を総括的に数量表記する
ことは困難である。

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

4,092

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

新市建設計画を踏まえ策定した「安芸高田市総合計画」の計画期間が平成
26年度までであることから、平成26年度中に新たな計画を策定する必要
がある。
総合計画（基本構想）については、自治法の改正により議会議決の義務付
けがなくなった。しかし、市のビジョン達成に向けた計画策定は必要であ
り、同時に市民に認知されたものとする必要があることから、市独自に議
会議決を必要とする旨の条例を制定した。

解決できていない課題

平成26年度において、新総合計画を策定する。
とりわけ基本構想については、市民と共に作り上げるという観点から、
審議会での議論をはじめ、市民アンケート及びシンポジウム等を開催
し、市民の意見を十分踏まえた計画を策定する必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

419

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.50

4,092

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

企画管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
河本　圭司

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

山平　　修

チェック

　条例に従い、総合計画審議会を立ち上げることとし、その事
務を進めている。
　総合計画策定に向け、市民アンケートを実施することとして
いたが、その内容についても審議会に諮るべきとの判断から、
審議会立ち上げ後に実施することとした。（アンケート調査
は、次年度へ繰り越して実施することとした。）

　基本構想の策定の義務付けは撤廃されたが、事業を確実に実
現させるためには、中・長期的な計画が不可欠であるため、新
総合計画の策定準備に入ることとした。

　総合計画については、現行の計画期間がH26をもって終了す
ることから、H27以降の新たな計画策定について、その方向性
を定め、準備に入った。
　過疎計画については、内容の変更が生じたため、県との協
議、議会議決を経て事務を完了した。
　新市建設計画については、計画期間が延長されることに伴
い、計画内容の変更と併せて事務手続きを行い、県との協議、
議会議決を経て事務を完了した。

　総合計画審議会メンバーの推薦を依頼するに当たり、市民代
表、各種団体に呼び掛け、市民等の意見を幅広く反映させるこ
ととした。市民アンケートを実施し、総合計画に反映させるこ
ととし、市民の意見を集めることとしている。

―

×

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。 

 

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。 

 
事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。 

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

ｱｳﾄ 

ｶﾑ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

419 企画振興部 政策企画課（各種計画進行管理等事業）.xls


